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新しい地方公会計制度 
これまで板野東部消防組合では「総務省方式改訂モデル財務書類（以後、改訂モデル財務書類と言います）」を作成してきまし

た。改訂モデル財務書類からは、板野東部消防組合がこれまで積み上げてきた資産と、この先返済する必要がある負債、すでに支

払いが済んでいる純資産などの情報を表示した貸借対照表など、今までの決算書では把握できなかった財務情報を、新たな切り口

から見ることができました。この改訂モデル財務書類の作成方式に代わり、平成28年度決算からは「統一的な基準に基づく財務書

類（以後、統一モデル財務書類と言います）」の作成方式が導入されます。 

統一モデル財務書類は、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間を準備期間とし、全ての地方公共団体において作

成するように要請されています(平成27年 1 月23日付総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」)。板野

東部消防組合はこの要請に基づき、平成28年度決算より、統一モデル財務書類を作成しましたので、その報告を行います。 

 

これまでの財務書類との違い 
平成27年度決算まで作成してきた改訂モデル財務書類と、今年度作成した統一モデル財務書類は、「発生主義」「複式簿記」と

いう点で共通しています。大きく異なる点としては、資産の計上方法が挙げられます。 

これまでの改訂モデル財務書類では、資産の整備に支出された金額（一般会計ではこれを普通建設事業費と呼びます）の分だけ

資産があるものとみなして、普通建設事業費の積み上げを行い、資産の残高として計算していました。一方、統一モデル財務書類

は、対象となる決算の時点（今回は平成28年度決算のため、平成29年3月31日時点となります）で板野東部消防組合として実際に

保有している資産について洗い出しを行い、評価額を計上しているため、これまでの改訂モデル財務書類と、資産額に差が出てき

ています。これは、改訂モデル財務書類では過去に実施されている土地の売却や建物の取り壊しについて勘案しないことになって

いるのに対して、統一モデル財務書類は現に年度末時点で保有している資産のみ計上することとなっているからです。どちらが正

しいということはなく、採用しているモデルの違いによるものです。 

財務書類4表構成の相互関係 

 統一モデル財務書類の4表の相互関係は下図のとおりです。板野東部消防組合の財務書類4表についても下図の相互関係が確認でき

ています。（総務省「財務書類作成要領」P5 図4  財務書類4表構成の相互関係 より） 
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貸借対照表を住民一人当たりに置き換えると・・・ 

貸借対照表の主な分析指標 

純資産比率  23.78% 

現在保有している資産について、

現世代でどのくらい既に支払ったか

を示す指標です。 

（純資産比率＝純資産÷資産総額） 

有形固定資産・無形固定資産 

土地や消防署、消防車輌など、板野東部消防組

合が保有する公共施設の総額 

投資等 

特定の目的で積立てた基金や出資金の総額 

流動資産 

現金預金や現金化しやすい未収金等の総額 

負債 

地方債の残高や退職手当引当金などの総額 将来

世代が負担する金額 

純資産 

消防署の建設や消防車輌の整備財源として受け

た国や県からの補助金や地方税などの総額 

これまでの世代が負担してきた金額 
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貸借対照表 ( バランスシート ) 
貸借対照表（バランスシート）は、平成 29 年 3月 31日時点で板野東部消防組合が保有している資産と、その資産を取

得するために使ったお金の調達方法をあらわしています。現金の収支に注目する従来の決算書では把握することができな

かった、板野東部消防組合の財産や負債など、これまでの資産形成の結果を知ることができます。 

                

有形固定資産減価償却率 39.94% 

償却資産の取得価額に対する減価償却累

計額の割合を求めることで、施設の老朽化

具合を示す指標です。（有形固定資産減価償

却率＝減価償却累計額÷ 償却資産） 

流動比率    43.09% 

翌年度支払い予定の負債額に対して、

すぐに支払いに充てることのできる現

金などがどのくらいあるのかを示す指

標です。（流動比率＝流動資産÷流動負債） 
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行政コスト計算書 
行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入）に関わらない支出と、行政サー

ビスの対価として得られた収入を計上しています。経常費用が経常収益を上回っていますが、これは行政コスト計算書

上の収入に、行政サービスの直接的な収入のみを計上しているためです。 

人件費 
職員給与のほかに、賞与引当金や退職手当引当金の繰入額が計上されて
います。 

物件費 
物件費のほかに、施設の維持修繕費や減価償却費が計上されています。 

その他の業務費用 
支払利息、貸付金、火災保険料等が計上されています。 

移転費用 
移転費用には、社会保障給付や他会計への操出金、補助金等が計上され
ています。 

経常収益 
行政サービスの直接対価である使用料や手数料、財産貸付収入、現金利
子、雑入等などが計上されています。 

純資産変動計算書 
貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計

上し、純資産が1年間でどのように変動したのかを示し

ています。 

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として

支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金

等）があり、減少要因には、行政コスト計算書で算出

される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要

となった支出等が計上されています。 

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加

より資産の増加のほうが多かったことを示しています。 

逆に純資産が減少した場合は、行政コストが多くか

かっていたり、資産の増加より負債の増加が多かった

ことを示しています。 

資金収支計算書 
貸借対照表の現金が1年間でどのように変化したのかを

示しています。現金の使いみちにより、3つの区分に分け、

どのような行政活動にいくら使ったのかが分かります。 

業務活動収支 
行政サービスを行う中で、毎年継続的に収入・支出される金
額が集計されています。 

投資活動収支 
学校、道路等の公共施設の投資活動収支や、貸付金などの収
入・支出の金額が集計されています。 

財務活動収支 
地方債等の借入・償還等の金額が集計されています。 
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